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◆ 電子カルテ情報共有サービス

　　本格稼働に向けた検討進む

◆ 医師の紹介手数料は

　　平均98.4万円 （2022年度）
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＜新連載：第1回＞＜新連載：第1回＞
　～　～医療機関のBCPの考え方医療機関のBCPの考え方～～

　　「「医療機関におけるBCP策定のポイント医療機関におけるBCP策定のポイント」」
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　2024 年度診療報酬改定において、医療
DX推進体制整備加算が新設されたように、
医療業界における医療DX化が推進されて
います。「医療 DX 令和ビジョン 2030」で
示されたとおり、「全国医療情報プラット
フォーム」「電子カルテ情報の標準化」「診療
報酬改定 DX」が医療 DX 推進の 3 本柱とし
て掲げられています。
　今回ご紹介する「電子カルテ共有サービ
ス」は、「オンライン資格確認等システム」

「電子処方箋管理サービス」などと同様の全
国医療情報プラットフォームにおける医療
情報基盤に位置づけられています。

電子カルテ情報共有サービスとは、国が構
築を目指す全国医療情報プラットフォー
ムの中で、電子カルテ上の医療情報である
3文書6情報等を他の医療機関と共有する
サービスです。当面は、
① 診療情報提供書サービス
② 健診結果報告書閲覧サービス
③ 6情報閲覧サービス
④ 患者サマリー閲覧サービス
－の 4 つのサービスが提供される予定と
なっており、2025 年度中の本格稼働が目
指されています。

① 診療情報提供サービスは、紹介元の医療
機関が登録した診療情報提供書・退院時サ
マリーを、紹介先の医療機関等が電子的に
取得できるサービスとなっています。
　これにより、例えば紹介元医療機関では、
診療情報提供書の印刷・封入・郵送などの作
業コストの減少が期待されます。
また紹介先医療機関では、情報をタイム
リーに閲覧できるなどのメリットがあります。

② 健診結果報告書閲覧サービスは、各種健
診結果を実施主体 ( 医療保険者 ) 及び全国
の医療機関等や本人等が閲覧できるサービ
スとなっています。
　これを活用することにより、これまでの
直近の検査結果など診療時に活用できる情
報が多くなることが期待されます。
　また健診機関においては、当サービスの
活用で利用者がより早く自身の検査結果が
見られることで他施設との差異化にもつな
がる可能性があります。

③ 6情報閲覧サービスは、患者の6情報（傷
病名・アレルギー・薬剤禁忌・感染症・検査・
処方）を全国の医療機関等や患者本人が取
得・閲覧できるサービスとなっています。
　過去に他医療機関で受診した際の情報を
閲覧できることで、問診の効率化や診療の

電子カルテ情報共有サービス電子カルテ情報共有サービス
2025年度中の本格稼働に2025年度中の本格稼働に

向けた検討進む向けた検討進む

　国が構築を目指す全国医療情報プラットフォームの中で、電子カルテ上の医療情報
である 3文書 6情報等を他の医療機関と共有する「電子カルテ情報共有サービス」は、
2025年度中の本格稼働が目指されています。
　本稿では、あらためて電子カルテ情報共有サービスの概要と直近での本格稼働に向
けた検討事項についてご紹介します。

☞ 電子カルテ情報共有サービスの概要
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図表１　各種サービスのイメージ

① 診療情報提供サービス

出典：　厚生労働省　医療機関等向け総合ポータルサイト　電子カルテ情報共有サービス より抜粋（①、②とも）

② 健診結果報告書閲覧サービス
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質向上などが期待されます。

④ 患者サマリー閲覧サービスは、記載した
外来の記録や６情報を組み合わせて情報を
整理し、マイナポータル上で患者にわかり
やすく情報提供するサービスとなっています。
　なお、患者サマリー自体は、あくまで患者
に共有するためのものであり、他の医療機
関には共有しないが、患者が自らの判断で
マイナポータル画面等を他の医師に見せる
ことは可能とする運用が予定されています。

　9月30日の医療保険部会では、電子カル
テ情報共有サービスの想定される主なメ
リットや法的事項、医療機関に導入時に発
生する費用負担について議論されました。

　電子カルテ情報共有サービスは、前述の
とおり医療機関側のメリットだけでなく、
患者側のメリットもあります。
　資料では、医療情報を活用したより質の
高い医療を受けることができるだけでな
く、外来の待ち時間の減少や自身の医療情
報等を活用した健康管理などを挙げています。
　また法的な部分では、3 文書 6 情報の取
り扱いにおける患者の同意や、目的外利用
の禁止などが規定すべき事項として挙げら
れています。
　さらに電子カルテ情報共有サービスの速
やかな普及を図る観点から、特に電子的な
情報共有が求められる地域医療支援病院
や特定機能病院、またその他救急や災害で
医療提供を担う病院などには、体制整備の
努力義務規定を設けるなどの意見も出ていま
す。

　また費用負担に関しては、今回、電子カル
テ情報共有サービスのシステム開発につい
ては、国が全額補助で行っています。
　ただし実際の導入における電子カルテシ
ステムの改修については医療機関で負担す
ることになります（病院には国が１/2を補
助、未導入の診療所には標準型電子カルテ
を普及）。
　その他にも、医療機関の電子カルテシス
テムの保守費用や３文書６情報の提供に係
る費用、支払基金のシステムに係る運用費
用が発生します。これらの運用費用の負担
の在り方について、関係者のメリット等を
踏まえてさらに具体案を検討していくこと
になります。

　今後のスケジュールとしては、2025年1
月をめどに、全国10か所程度の地域でモデ
ル事業を開始する予定となっています。
地域としては、
北海道・山形県・茨城県・千葉県・石川県・
静岡県・愛知県・三重県・奈良県・宮崎県が
予定されており、モデル事業地域の中核的
な病院と、そこと連携する病院や診療所と
の調整が図られる予定となっています。

☞ 全国 10 か所程度の地域でモデル事
業を開始

☞ 導入を努力義務にしてはどうか
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図表１　 各種サービスのイメージ（続）

出典：　厚生労働省　第 19 回健康・医療・介護情報活用検討会 医療等情報利活用ワーキンググループ資料より抜粋

④ 患者サマリー閲覧サービス

③ ６情報閲覧サービス

出典：　厚生労働省　医療機関等向け総合ポータルサイト　電子カルテ情報共有サービス より抜粋
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厚生労働省の集計によると、医療機関や介護施設などの求人者が職員を採用す
るため職業紹介事業者に支払う 2022 年度の平均手数料が、医師では 1 件当たり
98.4万円に上りました。看護師や准看護師は63万円、施設介護や訪問介護の職員
では54.6万円でした。厚生労働省は、職業紹介事業者を選ぶ際に今回の集計結果を
参考にするよう医療機関や介護施設・事業所に呼び掛けています。

その主な内容を見ていきましょう。

医師の紹介手数料は平均98.4万円医師の紹介手数料は平均98.4万円
厚生労働省「職業紹介事業報告」（2022年度）より厚生労働省「職業紹介事業報告」（2022年度）より

　今回の集計結果では、全国および10のブ
ロックに分けた平均手数料額（2022 年度
実績）を掲載しています。（図表１）　

　医師の紹介手数料は、全国では 1 件当た
りの平均額が98.4万円に上りました。最も
職業紹介事業所が多い区分は「100万以上
200 万未満」となっており、次いで「200 万
以上300万未満」、「300万以上400万未満」
となっています。
　看護師では、全国の平均額は63万円でし
たが、その分布をみると「10万円未満」から

「100万円以上200万円未満」まで、幅広い
分布となっています。
　介護職では、全国平均額は54.6万円でし
たが、「70 万以上 80 万未満」よりも紹介手
数料が低い区分が大半を占めています。

　1件当たりの職種別の手数料額を全国10
ブロックごとに見ると、医師で最も高いの
は「四国」の 119.5 万円で、次いで「南関東」

（115.2万円）や「中国」（107.2万円）も高く
なっています。一方、手数料額が最も低かっ
たのは「近畿」（62.6万円）で、次いで「北陸」

（74.5万円）や「北関東・甲信」（75.4万円）と
なっています。最も高い「四国」と「近畿」で

は1.9倍の格差がありました。
　看護師・准看護師では、最高が「北陸」の
74.1万円で、次いで「東海」（70.6万円）、「南
関東」（70.2 万円）も高くなっています。一
方、「北海道」（33.8 万円）や「北関東・甲信」

（43.7万円）、「四国」（51.2万円）などは手数
料額が低くなっています。最も高い「北陸」
と「北海道」では2.2倍もの格差です。
　介護職では、「中国」（59.3万円）や「四国」

（58.2万円）、「北陸」（56.7万円）で高く、「北
関東・甲信」（48万円）や「九州」（52.8万円）、

「東北」（53.2 万円）などで低くなっていま
す。最高と最低の格差は1.2倍です。

　医師の紹介手数料については、医師年収
の2割～ 3割が実勢価格と言われています。
この厚生労働省の調査では、各ブロック内
の都道府県ごとの平均手数料額について、
平均値としての有意性や個別の事業所が特
定されないようにする観点から、対象とな
る職業紹介事業所が10事業所未満の都道
府県については計上されていません。この
ことからサンプル数が少なく、実態とかけ
離れているという指摘もあります。
　いずれにせよ、医師の採用は医療機関の
経営の根幹にも関わってきますので、職業
紹介事業者の選定や採用の判断は慎重に行
うことが求められます。

☞ 全国の平均手数料

☞ ブロック別の平均手数料
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図表１　全国およびブロック別の職種別平均手数料（額・分布）

出典：　厚生労働省 「地域ブロック別の職種別平均手数料額・分布について」（令和4年度版）より抜粋
　　　 （ https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001168882.pdf ）

医師 看護 介護 保育
全国 ９８４ ６３０ ５４６ ６３４

北海道 １，０５３ ３３８ ５４７ ５３４

東北ブロック ８９５ ６４０ ５３２ ４９５

南関東ブロック １，１５２ ７０２ ５４８ ７０１

北関東・甲信ブロック ７５４ ４３７ ４８０ ５７４

北陸ブロック ７４５ ７４１ ５６７ ６２６

東海ブロック ８７２ ７０６ ５５０ ６３６

近畿ブロック ６２６ ６５５ ５４６ ５７１

中国ブロック １，０７２ ６１３ ５９３ ５６９

四国ブロック １，１９５ ５１２ ５８２ ６３８

九州ブロック ８７７ ５２５ ５２８ ５２１

単位：千円



　在宅医療には、患者が医師から適切な
指導を受けることによって、患者自身で
行うことのできる医療行為があります。
　例えば、糖尿病を患う患者は、血糖値
を下げるために、食事前などに定期的な
インスリン注射を必要とする場合があり
ます。そのため、患者は医師からインス
リン注射を行う方法や注意点などを指導
してもらうことで、患者自身でインスリ
ン注射を行うことができます。
　上記のように、在宅で療養生活を送る
患者に対して、医師が適切な医療行為の
指導・管理を行った際には、診療報酬と
して「在宅療養指導管理料」を算定しま
す。在宅療養指導管理料には、いくつか
種類があり、自己注射のほか酸素療法や
自己導尿などがあります。

　上記で例示したインスリン注射などの自
己注射の方法や注意点を、医師が患者に指

導・管理した際には、「在宅自己注射指導
管理料」を算定します。
　患者が自己注射できる注射薬は、「頻回
の投与や緊急の投与が必要なもので、外
来に通院して投与し続けることは困難と考
えられるもの」として、国が認めた注射
薬のみに限定されています。インスリン製
剤のほか、ヒト成長ホルモン剤、インター
フェロンベータ製剤など数十種類が、自己
注射が可能なものとして認められていま
す。なお、注入器や注射針が必要な場合、
別途それらの費用がかかります。

　肺の機能が衰え、十分な酸素を体内に取
り込むことができなくなった患者に、治療
の1つとして「在宅酸素療法」を行う場合
があります。在宅酸素療法は、酸素供給機
を用いて酸素を吸入することで肺の負担を
減らし、社会復帰を目指すことができま
す。在宅酸素療法に関する指導・管理が行
われた際には、「在宅酸素療法指導管理
料」が算定されます。

88

～医療費の基本としくみを学ぶシリーズ(42) ～～医療費の基本としくみを学ぶシリーズ(42) ～

在宅療養指導管理料在宅療養指導管理料
自己注射、酸素療法など自己注射、酸素療法など

弊社で執筆いたしました｢医療費の仕組みと基本がよ～くわかる本｣（第5版）
（2024年度診療報酬改定に対応した最新版）を、4月に秀和システムから発行しました。
全国の書店などで好評発売中です。ここでは、その内容の一部を抜粋してお届けい
たします。
　インスリン注射など一部の医療行為は、医師による指導・管理のもと、患者が
自ら行うことができます。在宅自己注射のほか、在宅酸素療法や在宅血液透析な
どがあり、各々、医師の指導を受けた際に指導管理料がかかります。

☞ 患者が自宅で行う医療行為を、
指導・管理

☞ 在宅自己注射指導管理料

☞ 在宅酸素療法指導管理料
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　｢ 医療費の仕組みと基本がよ～くわかる本 ｣
は、社会保障費の中心的な要素である医療費にス

ポットをあてて、図表を使ってわかりやすく医療

費・診療報酬を解説した入門書です。

　患者になったときの診療代はどのようになって

いるのか、患者さんに対し医療機関窓口で職員とし

てどのように対応するのかがわかります！

2024年度診療報酬改定に対応した
最新【第5版】を秀和システムから
発行しました。

好評発売中！

好評発売中！

在宅療養指導管理料の一例

　そのほか、睡眠時無呼吸症候群の患者を
対象とした「在宅持続陽圧呼吸療法指

導管理料」や「在宅血液透析指導管理料」
などがあります。

在宅療養指導管理料 概　　要

在宅自己注射指導管理料 患者が在宅でインスリン製剤などを自己注射すること
ができるよう指導・管理を実施

在宅酸素療法指導管理料 慢性呼吸不全や肺高血圧症の患者などに対し、在宅で
患者自らが酸素吸入を実施できるよう指導・管理を実施

在宅持続陽圧呼吸療法指導管理料 睡眠時無呼吸症候群の患者が、在宅で呼吸療法を実
施できるよう指導・管理を実施

在宅寝たきり患者処置指導管理料 寝たきりの状態にある患者が、自ら（または家族など）
が在宅で創傷処置を実施できるよう指導・管理を実施

在宅妊娠糖尿病患者指導管理料 妊娠中の糖尿病患者に対し、適切な療養指導を実施

在宅血液透析指導管理料 腎不全の患者が在宅において血液透析療法を実施で
きるよう指導・管理を実施

在宅中心静脈栄養法指導管理料 中心静脈栄養法が必要な患者が、在宅で自ら実施で
きるよう指導

在宅自己導尿指導管理料 自然排尿が困難な患者が、在宅で自己導尿を行えるよ
う指導・管理を実施

☞ そのほかの在宅療養指導管理料
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～医療機関のBCPの考え方～～医療機関のBCPの考え方～
＜連載：第1回＞＜連載：第1回＞

「医療機関におけるBCP策定のポイント」「医療機関におけるBCP策定のポイント」

BCP（事業継続計画）は、（１）災害や緊急事態が発生した際に、業務を中断する
ことなく継続する、または（２）迅速に中断から回復するための具体的な計画で
す。リスク評価、業務影響分析、対応策、復旧手順、役割と責任の分担などが含まれ
ます。災害対策マニュアルとは異なり、その目的は、突発的な危機に直面した際の
具体的な対策と手順を定めることで、事業の中断を最小限に抑え、もし中断した
場合は早期に復旧を図ることです。医療機関がＢＣＰを策定する際のポイントを
以下に記します。

１．災害時の医療提供体制を維持・確保する

　災害時には、医療機関が通常の医療サー
ビスを維持することが重要です。このため
には、医療提供体制を事前に整備し、災害時
の患者の受け入れフローを確立する必要が
あります。具体的には、

（１）通常の患者フローに加え、災害患者専
用の受け入れ体制を構築すること、

（２）医療機関内でのトリアージを実施し、
治療が必要な患者を迅速に判断し対応する
こと、

（３）地域の他医療機関との連携を強化し、
必要に応じて患者を適切な施設に転院でき
る体制を整えておくこと、などが求められ
ます。

２．インフラ対策を行う
　医療機関の機能を維持するためには、電
力、水道、通信などのインフラが安定してい
る必要があります。災害時にインフラが損
傷を受けた場合に備えて、予備電源（発電機
やバッテリー）を用意し、停電時にも医療活
動が継続できるようにします。また、貯水設
備を備えておくことも重要です。通信イン
フラは、携帯電話や衛星電話の導入も考慮
し、多様な連絡手段を確保します。加えて、
IT システムのバックアップ体制を整える
ことで、情報管理の信頼性を高める必要が
あります。

３．業務の優先順位を決定する
　災害時には、業務の優先順位を明確に設
定することが不可欠です。これには、各業務
の重要度、緊急度、及び人的・物的を含む各
種の医療資源の制約を考慮し、どの業務が
最も早急に対応が必要かを決定します。
　例えば、重症患者の治療は最優先される
べきであり、その後に手術や外来診療など
を考慮する必要があります。また、優先順位
の設定には、定期的なシミュレーションを
行い、実際の業務フローを見直すことが大
切です。これにより、実際の災害時にもス
ムーズに対応できる体制を確立します。

４．参集可能な医療スタッフを確保する
　災害時には、通常の勤務体制が機能しな
くなることが想定されるため、迅速に参集
できる医療スタッフを事前にリストアップ
しておくことが重要です。スタッフの出勤
状況や緊急連絡網を整備し、勤務シフトの
柔軟性を持たせることで、迅速な動員が可
能となります。
　また、各スタッフの専門性や役割を明確
にし、災害時にどのように動くべきかを教
育することも重要です。スタッフの心理的
なサポート体制を整えることも、労働環境
の維持に寄与します。さらに事前に訓練を
行い、緊急時の役割を明確化することで、目
的意識を持った行動が可能となります。
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図表　「BCP と災害対策マニュアルの相違点」

出所：  筆者作成

鶴岡 順也 （つるおか じゅんや）

B C P 災害対策マニュアル

目的

〇 災害や緊急事態発生時に組織が業務を継続
     し、または迅速に回復するための計画
〇 業務の中断を最小限に抑えるための戦略的
     な枠組みを提供

〇 具体的な災害や緊急事態発生時に直ちに
     取るべき手順や対応方法を示した文書
〇 迅速かつ効果的な対応を確保することが
     目的

内容

〇 業務全体にわたる包括的な計画
〇 リスク評価、業務影響分析、事業の優先順位
     付け、対応策、復旧手順、役割と責任の分担、
     訓練とテストなどを含む

〇 災害ごとの詳細な対応方法を記載
〇 災害時の初動対応、避難経路、連絡網、緊急
     連絡先、個別の対応手順など、具体的な手
     続きやアクションプランを含む

範囲

〇 業務全体の継続性に焦点
〇 ITシステム、インフラ、人的資源など、多岐に
    わたる要素を含む
〇 被害をもたらした原因が何かは問わない
     オールハザード（全災害対応型）アプローチ

〇 特定の災害や緊急事態に焦点
〇 具体的な状況に対する詳細な対応策を提供
〇 全体的な業務の継続性よりも、特定の事象に
     対する対応が中心

更新頻度 〇 訓練やテストを通じて継続的に改善
〇 定期的に見直し

〇 災害の種類やリスクの変化に対応
〇 必要に応じて更新

まとめ
〇 業務全体の継続性を確保するための包括的
     な計画
〇 長期的な視点で策定、更新

〇 特定の災害や緊急事態に対する具体的な
    対応方法
〇 即時対応が目的

５．指揮命令系統を明確化する
　災害時には迅速な意思決定が求められま
すが、そのためには指揮命令系統を明確に
しておくことが不可欠です。誰がリーダー
となり、どのように指示を出すのか、そして
各スタッフがどのように対応すべきかを事
前に定義します。例えば、医療機関の管理者
が全体の指揮を執る一方で、各部門の責任
者が具体的な業務を指揮する体制を構築し
ます。さらに、定期的な訓練を通じて、指揮
命令系統が機能することを確認し、災害時
の混乱を最小限に抑える準備をしておくこ
とが重要です。

６．医薬品、医療機器・材料の確保を行う
　災害時には医療資源が限られるため、事
前に医薬品や医療機器の在庫管理を行い、
必要なものを確保しておくことが重要で

す。必要な資源をリスト化し、定期的に在庫
状況を確認しながら、供給ルートの多様化
を図ります。また、緊急時に使用できる医療
資源の備蓄計画を策定し、非常時用の備蓄
品の定期的なチェックを行います。特に、感
染症対策としての防護具やワクチンの確保
は、災害時の医療活動において極めて重要
です。

７．電子カルテなどの患者情報を保全する
　患者情報は医療の根幹を成すものであ
り、災害時にもその保全が求められます。
　電子カルテのデータバックアップ（クラ
ウドと NAS の組合せなど）を行い、オフラ
インでもアクセス可能な情報管理システム
を整備します。この際、個人情報保護に関す
る方針を事前に策定し、患者情報の漏洩を
防ぐための対策を講ずることも重要です。

資  格  等：　経済産業大臣登録・中小企業診断士、
         　　  　関東経済産業局長認定経営革新等支援機関、 IT コーディネータ
専　　門：　経営戦略立案、リスクマネジメント、マーケティング、医療機関等の経営改善支援
所属学会：　日本経営診断学会、危機管理システム研究学会
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ー厚生行政ダイジェストーー厚生行政ダイジェストー

　

　10月1日以降、後発医薬品がある特許切れの先発薬（長期収載品）を希望する患者に選定療養の負担を新たに
求めることに先立ち、厚生労働省は9月25日付の事務連絡で、往診や訪問診療を含む「入院中の患者以外の患者」
に医療機関が 長期収載品を注射した場合は選定療養の対象にならないとする取り扱いを示しました。ただし、
在宅医療の患者が行う在宅自己注射で長期収載品を処方した場合には選定療養の対象と見なします。
　厚生労働省が発出した疑義解釈資料（その3）で、長期収載品の選定療養の詳しい運用を示しました。それによ
りますと、複数の医薬品を混合するケースで、「配合変化」による薬剤の分離を回避するために長期収載品を使
う場合は「医療上の必要性がある」と認めて、選定療養の対象外にします。また、後発薬の添付文書で「禁忌」とさ
れている患者には、後発薬を実際に使わなくても長期収載品を処方する必要があるという判断を認めるとしま
ています。
　厚生労働省は7月の疑義解釈資料（その1）では、後発薬を実際に使用し、副作用や飲み合わせによる相互作用
などがあったと医師が判断した場合に、長期収載品を処方する必要があると見なす取扱いを示していました。

「医療上の必要性がある」ケースとして、厚労省がほかに想定しているのは、
〇 後発薬と効能・効果に差異があり、長期収載品の処方が治療に必要
〇 関連学会のガイドラインで後発薬に切り替えないことが推奨されている
〇 後発薬の剤形では飲みにくい、吸湿性によって一包化できない
－などで、医師や歯科医師が判断します。
　10月以降に選定療養の対象になる長期収載品は、「後発薬が初めて薬価収載されてから5年を経過」（後発薬
への置き換えが1％未満のもの以外）などに該当する計1,096品目で、それらを希望する患者は10月以降、後発
薬との価格差の「4分の1」を新たに負担することとなります。

入院中以外の患者に先発薬注射：　選定療養の対象外

　厚生労働省は9月24日、介護福祉士国家試験への「パート合格」導入の在り方に関する有識者検討会の報告書

を公表しました。これにより、全科目の得点が合格基準に達しなくても、基準に達したパートは 翌々年度まで

試験が免除される仕組みの導入が正式に決定しました。2026年1月に実施予定の試験から導入されます。

　9月11日に開催された検討会では、13の試験科目を3パートに分けることや、全科目に対する合格基準は現行

と同様に総得点の6割程度とし、パート毎の合格基準は全科目受験者のパート毎の平均得点比率で、全体の合格

基準点を割り振るなどの提言が盛り込まれました。公表された報告書では提言内容に変更はなく、パート合格

導入後の検証により新たな課題が見つかった場合は解決に向けた取り組みを求める内容が追記されました。

　各試験科目は、

〇 知識と技術のパート

〇 身体の構造や機能、介護の対象者が抱える疾病や障害の理解を問うパート

〇 それらを特定の支援場面や事例に適用する「介護過程」と「総合問題」のパート

－の3つに整理しており、教育課程では各科目の位置付けを明確にしながら教育を行え、受験者にとっても各

パートの科目間のつながりを意識して効率的に学習できるとしています。

介護福祉士国試、パート合格導入を正式決定
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　厚生労働省の2023年受療行動調査によれば、全体として病院に満足していると答えた患者の割合は入院
67.3％、外来63.7％でした。受診している病院に対する患者の満足度は、2014年以降は入院で7割程度、外来
で 6割程度で推移しています。今回は、2020年調査から入院で2.1ポイント、外来で1ポイント下がりました。
　受療行動調査は、全国の医療施設を利用する患者の医療に対する満足度や受療の状況などを明らかにする
ため3年ごとに行われています。今回の調査は2023年10月17日～ 19日に実施され、489病院を利用する
患者約10万3千人（外来7万人、入院3万3千人）が回答しました。
　満足度を項目別に見ると、
入院では「医師以外の病院スタッフの対応」が71.9％、「医師による診療・治療内容」が69.9％、「医師との対話」
が65.4％と高くなっています。一方、「食事の内容」の満足度は45.1％に止まり「不満」が15.4％を占めました。
外来でも「医師以外の病院スタッフの対応」が63.7％、「医師との対話」が61.7％、「医師による診療・治療内容」
が59.8％などでした。一方、「診察までの待ち時間」の満足度は32.2％で、「不満」が25.2％を占めました。
　今後の治療や療養の希望としては、「完治するまでこの病院に入院していたい」と答えた入院患者は全体の
40.8％で、2020年に行った前回調査から4.8ポイント低下しました。これに対して、「自宅から病院や診療所
に通院しながら、治療・療養したい」と答えた入院患者は35.1％で、前回調査から5.1ポイント上昇しました。
　今後の治療や療養の希望としては、「完治するまでこの病院に入院していたい」と答えた患者の割合は、2005
年調査では全体の54.8％を占めていましたが、その後は低下傾向にあります。これに対して、「自宅から病院や
診療所に通院しながら、治療・療養したい」は2005年の16.5％から毎回上昇しています。

病院の満足度は入院67.3％、外来63.7％

　厚生労働省は、9月30日に開催した社会保障審議会 医療保険部会で、2023年4月に原則義務化されたオン
ライン資格確認のシステムをやむを得ない事情で導入せず、マイナ保険証に対応できていない医療機関や薬局
に、簡易的に資格確認を行う「資格確認限定型」のシステムを任意で導入可能にする方針を示しました。
　資格確認限定型のオンライン資格確認では、ウィンドウズやアンドロイド、iOSに対応した専用の読み取り
アプリを医療機関などに配布します。患者がマイナ保険証を提示したら、「汎用カードリーダー」で端末認証を
行ない、配布されたアプリを使ってオンライン資格確認システムから患者の資格情報などを取得します。
　資格確認限定型の対象は、現行の健康保険証の新規発行が終了する12月2日時点でオンライン資格確認を導
入できない可能性がある医療機関や薬局で、
〇 光回線のネットワーク環境が整備されていない
〇 改装工事中、臨時施設で運営中
〇 そのほか特に困難な事情がある
－のいずれかに該当し、経過措置が適用されているケースを想定しています。
　厚生労働省は、マイナ保険証を読み取る汎用カードリーダーなど関連機器の導入支援として、4.1万円を上限
に費用の4分の3を補助し、補助金の申請は2025年1月15日まで受け付けます。

マイナ保険証未対応の医療機関・薬局に簡易型システム
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今月の名言

マネジメントの父と称されるピーター・F・ドラッカーの言葉から、医療経営を
担う経営者や管理者、医療現場の職員の皆さまの日々の活動に役に立つものを取
り上げて発信していきます。

医療経営にも役立つ！医療経営にも役立つ！
今月のドラッカーの名言今月のドラッカーの名言

『リーダーの責任とは外部に対するものであって、かつ内部
に対するものである。外部に対しては成果に対する責任を
持つことであり、内部に対しては成果を上げるために全力
を傾けることである。働く者としての責任とは、成果をあげ
ることに責任をおうだけでなく、成果を上げる上で必要な、
すべてを行いそれらの成果に全力を傾けることである。』　
とドラッカーは説きます。

組織の成果は、市場・顧客という外部にあります。リーダー
は組織が外部志向になるように常に意識しなければいけま
せん。また内部に関しては、強みを見出し、強みを外部の成
果に結び付けられるような布陣をする必要があります。

解説

“ 責任とは外部に対するものであると同時に
　　　　　　　　内部に対するものである。”

（P.F.ドラッカー著「マネジメント」（ダイヤモンド社）より）

リーダーの役割は、変転する市場と顧客に合わせ、社内を常に作り変えていくことで
す。診療報酬の改定、働き方改革、さらに少子高齢化・人口減少による労働市場の悪化
から看護、介護の担い手を確保することも大変な時代になっています。医療界にはま
だまだ大きな変化が続いていくように思われます。このような変化にいかに対応し
て生き残っていくか、もう一度ドラッカーのこの言葉に向き合う必要があります。



the  医 療 承 継
診療所など医療機関の事業承継・M&Aなら　
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クリニックの事業承継支援

クリニックに特化した事業承継の支援をしています。一般
企業や病院、介護施設、調剤薬局などを一緒に扱っている
会社もありますが、当社はクリニック専門です。これまで25
年超のコンサルティング業務で培ってきたネットワークを通
じて、最適な候補者とのマッチングを支援します。

クリニックに特化

当社は他のM＆A会社とは違い、クリ
ニックに特化した事業承継（M＆A）を
支援していますので、クリニックの事業
承継に関する情報を豊富に取り扱って
います。

医療機関専門の
コンサルタントが対応

当社は医療経営に精通したコンサル
タントが、アドバイザーとして担当しま
す。事業承継だけでなく、クリニック経
営に関することも含めてワンストップで
相談していただけます。

25年超のコンサルティング実績

当社では、医療機関に特化したコンサ
ルティングだけで25年以上やっていま
す。これまで培ってきたノウハウや知見
が、事業承継、その後のクリニック経営
にもお役に立てると考えています。

医療機関の“後継者問題”でお困りの方へ医療機関の“後継者問題”でお困りの方へ

最適な候補者とのマッチングを支援します最適な候補者とのマッチングを支援します

◆お問い合わせ・ご相談：医療総研株式会社　森田　morita@iryo-soken.co.jp
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